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                                    別紙１ 

 

平成１８年度政策評価について 

 

１ 経 過 

   ４月  第１回京都市政策評価制度評議会の開催 

   ５月  市民生活実感調査の実施 

       調査期間：５月１２日（金）～５月３０日（火）（１９日間） 
       広報発表：７月６日（木） 
   ９月  平成１８年度京都市政策評価結果広報発表        資料１ 

       平成１９年度政策重点化方針の策定に活用        資料２ 

 

２ 平成１８年度政策評価における改善点 

 ⑴ 客観指標について 

  ア 一施策当たりの指標数の確保 

    客観指標評価の客観性向上のため，一施策当たりの指標数を３指標以上とするこ

とに努めた。 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  イ 目標値の設定 

    政策評価がより行政活動の指針となるよう，目標値を設定して評価する指標数の

増加に努めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ 平成１６年度は ３８７指標のうち８６指標（設定率 ２２．２％） 

平成１８年度   客観指標が一つの施策  ３施策 

         客観指標が二つの施策  ８施策 

平成１７年度   客観指標が一つの施策  ９施策 

         客観指標が二つの施策 ２１施策 

平成１８年度 ４３８指標のうち３２３指標(設定率 ７３．７％) 

平成１７年度  ４３７指標のうち１７５指標（設定率 ４０％） 

資料３ 
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ウ 評価基準の統一 

    客観指標の評価基準の整合性向上のため，類似指標の評価基準の統一に努めた。 

   （対象） 

     「ホームページアクセス件数」，「公の施設（一般対象）の利用者数」，「イベン

ト・講座参加者数」 

   （例） 

     「ホームページアクセス件数」の場合，立ち上げたばかりのホームページでは

アクセス数が伸びて当然のため aを前年度実績×２割増にし，成熟期にあるホー

ムページにおいては aを過去５年間の最高値以上にする等 

 

  エ 評価基準の見直し 

    過去の順位と比較する評価基準について，数値の改善度と評価が比例する評価基

準に変更することとした。 

    ・ 平成１７年度 ２０指標（全て観光関係） 

     （改善前）        （改善後） 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑵ 市民生活実感調査について 

  ア 設問の変更 資料４－１，４－２ 

   (ア) 平成１７年度に同じ設問を用いて評価を行った施策の設問を，施策毎の設問

に戻した（（３）参照）ことによる変更を行った（５問）。 

   (イ) 市民の生活実感をより的確に捉えるための変更を行った（１問）。 

  

  イ 実施状況 

年度 有効回答数 回収率 

１８ １，０９９ ３６．６％

１７ １，１２９ ３７．６％

１６ １，２３７ ４１．２％

１５ １，０９７ ３６．６％

 

 ⑶ 評価の対象について 資料５ 

   平成１７年度に，同様の施策内容である場合は，同じ客観指標及び市民生活実感調

査を用いて評価するように変更した(２４施策)。 

   その結果，情報化に関する５施策について，情報化に関係のない客観指標によって

評価することとなったため，従来通りの個別評価に戻した。 

過去１０年間におけ
る順位が 
ａ：１～２位 
ｂ：３～４位 
ｃ：５～６位 
ｄ：７～８位 
ｅ：９～１０位 

最新の数値が
ａ：過去５年間の最高値以上 
ｂ：過去５年間の最高値と上中間（最高値と

平均値の間）の間 
ｃ：過去５年間の上中間と平均値の間 
ｄ：過去５年間の平均値と下中間（平均値と

最低値の間）の間 
ｅ：過去５年間の下中間以下 



 3

 

 

 ⑷ 評価結果の公表について 

   前年度比較を指標レベルでも分析できるよう，「政策の評価」と「施策の評価」の

結果に，前年度の客観指標評価結果を併記した。 


